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成田市地域防災計画新旧対照表【災害応急対策編_風水害等対策計画】 

現行 改正案 

第２章 風水害等対策計画 

第１節 災害応急活動体制 

１ 市職員の配備 

（１）配備基準 

■市職員の配備基準 

配備種別 配備基準 本部の

設置 

警 

戒 

体 

制 

警戒

配備 

○ 大雨注意報が発表され、今後警報に切り

替わる可能性が高いと示唆されたとき

で、市長が必要と認めた場合 

○ 市域に以下の警報が１以上発表され、災

害の発生が予想されるとき 

・大雨警報  ・暴風警報  ・洪水警報 

・大雪警報  ・暴風雪警報 

○ 市が台風の暴風域に入ることが見込まれ

るときで、市長が必要と認めた場合 

○ 記録的短時間大雨情報、土砂災害警戒情

報が発表されたとき 

○ その他災害の発生が予想され、市長が必

要と認めたとき 

 

 本部

を設置

せず

に、総

務部長

指揮の

下、平

常時で

の体制

で活動

に当た

る。 

非 

常 

第１

配備 

○ 市域に特別警報（大雨、暴風）が発表され、

本部長が必要と認めたとき 

○ 市域に局地的災害が予想されるとき 

 災害

対策本

部を設

第２章 風水害等対策計画 

第１節 災害応急活動体制 

１ 市職員の配備 

（１）配備基準 

■市職員の配備基準 

配備種別 配備基準 本部の

設置 

警 

戒 

体 

制 

警戒

配備 

○ 大雨注意報が発表され、今後警報に切

り替わる可能性が高いと示唆されたと

きで、市長が必要と認めた場合 

○ 市域に以下の警報が１以上発表された

とき（自動配備） 

・大雨警報  ・暴風警報  ・洪水警

報 

・大雪警報  ・暴風雪警報 

○ 市が台風の暴風域に入ることが見込ま

れるときで、市長が必要と認めた場合 

○ 記録的短時間大雨情報、土砂災害警戒情

報が発表されたとき（自動配備） 

○ その他災害の発生が予想され、市長が必

要と認めたとき 

 本部

を設置

せず

に、総

務部長

指揮の

下、平

常時で

の体制

で活動

に当た

る。 

非 

常 

第１

配備 

○ 市域に特別警報（大雨、暴風）が発表され、

本部長が必要と認めたとき 

○ 市域に局地的災害が予想されるとき 

 災害

対策本

部を設
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現行 改正案 

体 

制 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

置し、

本部長

指揮の

下、配

備基準

に応じ

た配備

体制で

活動に

当た

る。 

第２

配備 

○ 市域の複数地区で災害の発生が予想され

るとき 

○ 市域で局所的災害が発生したとき 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

第３

配備 

○ 市域全域に災害が拡大し、第２配備体制

では対処できないとき 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

（略） 

２ 警戒体制 

（２）職員の動員 

ウ 避難所担当職員の動員基準及び任務 

市は、以下の状況に該当する場合、避難所担当職員を各避難

所に派遣し、施設管理者、自主運営組織（避難所運営委員会）

等と連携して、避難所開設・運営の支援を行う。 

■避難所担当職員の動員基準 

○ 「避難準備・高齢者等避難開始」が発表され、指定避難所等の
開設の必要があると本部長が認めたとき 

○ 住民から事前避難の要望があり、早期開設避難所の開設の必
要があると本部長が認めたとき 

○ そのほか、避難所担当職員が参集する必要があると本部長が
認めたとき 

（略） 

体 

制 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

置し、

本部長

指揮の

下、配

備基準

に応じ

た配備

体制で

活動に

当た

る。 

第２

配備 

○ 市域の複数地区で災害の発生が予想さ

れるとき 

○ 市域で局所的災害が発生したとき 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

第３

配備 

○ 市域全域に災害が拡大し、第２配備体制

では対処できないとき 

○ 災害の発生その他の状況により本部長が

必要と認めたとき 

（略） 

２ 警戒体制 

（２）職員の動員 

ウ 避難所担当職員の動員基準及び任務 

市は、以下の状況に該当する場合、避難所担当職員を各避難

所に派遣し、施設管理者、自主運営組織（避難所運営委員会）

等と連携して、避難所開設・運営の支援を行う。 

■避難所担当職員の動員基準 

○ 「高齢者等避難」を発令し、指定避難所等の開設の必要があ
ると本部長が認めたとき 

○ 住民から事前避難の要望があり、早期開設避難所の開設の必
要があると本部長が認めたとき 

○ そのほか、避難所担当職員が参集する必要があると本部長が
認めたとき 

（略） 
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現行 改正案 

３ 非常体制 

市長は、市域で風水害等による災害が発生し、又は発生が予測

される場合、非常体制をとり、災害対策基本法第 23 条第１項の

規定及び成田市災害対策本部条例に基づき災害対策本部を設置す

るとともに本部会議及び市各部を統括し、災害対策本部の運営に

当たる。 

以下、「災害応急対策編 第１章 第１節 ３ 非常体制」に準ず

る。 

（略） 

 

第３節 情報の収集・伝達 

２ 災害情報の収集・伝達 

（１）気象情報 

  ア 気象注意報・警報等 

   ④ 銚子地方気象台と市とのホットラインの運用 

銚子地方気象台は、下記の場合において気象実況及び今後

の気象予報を伝えるため、県危機管理課の責任者等へ連絡す

る。 

なお、緊急性が高い場合は、市長又は幹部職員に直接連絡

を行う。また、市は、避難勧告等発令の判断の際、銚子地方

気象台に対して気象情報や今後の気象予報について助言を

求めることができる。 

３ 非常体制 

市長は、市域で風水害等による災害が発生し、又は発生が予測

される場合、非常体制をとり、災害対策基本法第 23 条第１項の

規定及び成田市災害対策本部条例に基づき災害対策本部を設置す

るとともに本部員会議及び市各部を統括し、災害対策本部の運営

に当たる。 

以下、「災害応急対策編 第１章 第１節 ３ 非常体制」に準ず

る。 

（略） 

 

第３節 情報の収集・伝達 

２ 災害情報の収集・伝達 

（１）気象情報 

  ア 気象注意報・警報等 

   ④ 銚子地方気象台と市とのホットラインの運用 

銚子地方気象台は、下記の場合において気象実況及び今後

の気象予報を伝えるため、県危機管理課の責任者等へ連絡す

る。 

なお、緊急性が高い場合は、市長又は幹部職員に直接連絡

を行う。また、市は、避難指示等発令の判断の際、銚子地方

気象台に対して気象情報や今後の気象予報について助言を

求めることができる。 
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現行 改正案 

（略） 

ウ 異常現象発見時の通報 

災害発生のおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに

市へ伝達する。また、発見者から通報を受けた警察等も同様に

直ちに市へ通報する。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（２）水防情報 

  ア 洪水予報 

知事は、国土交通大臣が指定した河川について洪水予報の通

知を受けたとき、又は知事が指定した河川について洪水予報を

したときは、水防管理者等及び量水標管理者に通知するととも

に、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知す

る。 

また、避難のための立退きの勧告又は指示の判断に資するた

め、大臣が指定した河川については大臣から、知事が指定した

河川については知事から、関係市町村の長にその通知に係る事

（略） 

ウ 異常現象発見時の通報 

災害発生のおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに

市へ伝達する。また、発見者から通報を受けた警察等も同様に直

ちに市へ通報する。通報を受けた市は、直ちに下記の機関に通報

する。 

■異常現象発見時の通報先 

○ 銚子地方気象台 

○ その災害に関係のある近隣市町村 

○ 最寄りの県出先機関（地域振興事務所、土木事務所）及び

警察 

（略） 

（２）水防情報 

  ア 洪水予報 

知事は、国土交通大臣が指定した河川について洪水予報の通

知を受けたとき、又は知事が指定した河川について洪水予報を

したときは、水防管理者等及び量水標管理者に通知するととも

に、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知す

る。 

また、避難のための立退きの指示の判断に資するため、大臣

が指定した河川については大臣から、知事が指定した河川につ

いては知事から、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知
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現行 改正案 

項を通知する。 

（略） 

 ② 対象河川 

発表する情報の種類、発表基準は以下のとおりである。 

■対象河川 

河川

名 
実施区域 担当官署 

利根

川下

流 

左

岸 

右

岸 

茨城県稲敷郡河内町生板鍋子新田 1842 番

９地先～海まで 

千葉県印旛郡栄町西 650 番地６地先～海ま

で 

国土交通省

関東地方整

備局及び気

象庁予報部 

（略） 

③ 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

（略） 

 ② 対象河川 

発表する情報の種類、発表基準は以下のとおりである。 

■対象河川 

河川

名 
実施区域 担当官署 

利根

川下

流 

左

岸 

右

岸 

茨城県稲敷郡河内町生板鍋子新田 1842 番９

地先～海まで 

千葉県印旛郡栄町西 650 番地６地先～海ま

で 

国土交通省

関東地方整

備局及び気

象庁 

（略） 

    ③ 伝達系統 
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現行 改正案 

（略） 

 ウ 河川管理者と市とのホットラインの運用 

「ア」、「イ」で示されているとおり、洪水予報指定河川、水

位周知河川で、洪水のおそれがあると認められるときや警戒す

べき水位に達したときに市へ水位等を通知する仕組みが運用

されている。 

なお、災害対策基本法第 61 条の２、水防法第 30条、水防法

第 31 条、水防法第 48 条の規定に基づき、緊急性が高い場合

は、河川管理者は、河川状況、水位変化や今後の見通し等を直

接伝えることが可能となっている。また、市が、避難勧告等発

令の判断及び災害対策の検討等を行う際に、河川管理者に対し

て河川状況、水位変化や今後の見通し等について助言を求める

ことができる。 

（略） 

（３）土砂災害警戒情報 

  ア 土砂災害警戒情報の目的 

大雨警報又は大雨特別警報発表中に、大雨による土砂災害発

生の危険度が更に高まったとき、市町村長が避難勧告等発令の

判断の際や住民の自主避難を支援することを目的とする。 

（略） 

 

 

（略） 

 ウ 河川管理者と市とのホットラインの運用 

「ア」、「イ」で示されているとおり、洪水予報指定河川、水

位周知河川で、洪水のおそれがあると認められるときや警戒す

べき水位に達したときに市へ水位等を通知する仕組みが運用

されている。 

なお、災害対策基本法第 61 条の２、水防法第 30 条、水防法

第 31 条、水防法第 48 条の規定に基づき、緊急性が高い場合

は、河川管理者は、河川状況、水位変化や今後の見通し等を直

接伝えることが可能となっている。また、市が、避難指示等発

令の判断及び災害対策の検討等を行う際に、河川管理者に対し

て河川状況、水位変化や今後の見通し等について助言を求める

ことができる。 

（略） 

（３）土砂災害警戒情報 

  ア 土砂災害警戒情報の目的 

大雨警報発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に

高まったとき、市町村長が避難指示等発令の判断の際や住民の

自主避難を支援することを目的とする。 

（略） 
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現行 改正案 

エ 発表基準 

 ② 情報の解除 

降雨の実況値を基に作成した指標が発表基準を下回り、短

時間で再び発表基準に達しないと予想される場合。又は、無

降水時間が長時間続いているにもかかわらず、指標が発表基

準を下回らない場合は千葉県と銚子地方気象台が協議のうえ

解除できる。 

   ③ 暫定基準 

地震等で地盤が脆弱になった場合等、現状の基準を見直す

必要があると考えられた場合は、千葉県と銚子地方気象台は

「千葉県地震等発生時の暫定基準」に基づき、運用する。 

オ 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 発表基準 

② 情報の解除 

降雨の実況値を基に作成した指標が発表基準を下回り、短

時間で再び発表基準に達しないと予想される場合。 

 

 

 

   ③ 暫定基準 

地震等で地盤が脆弱になった場合等、現状の基準を見直す

必要があると考えられた場合は、千葉県と銚子地方気象台は

「千葉県地震等発生時の暫定基準」に基づき、運用する。 

オ 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土砂災害警戒情報の伝達系統 

 

 
千葉県 県土整備部河川環境課 銚子地方気象台 

報道機関 

住   民 

04-7167-1111 

(共同発表) 

 
成田市 

(総務部危機管理課) 

■土砂災害警戒情報の伝達系統 

 
千葉県 県土整備部河川環境課 銚子地方気象台技術課 

報道機関 

住   民 

04-7167-1111 

(共同発表) 

 
成田市 

(総務部危機管理課) 
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現行 改正案 

第５節 土砂災害対策 

１ 警戒・避難体制 

（１）市の警戒活動 

災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、本部

長は、その状況に応じて適切な避難勧告を発令する。 

（略） 

  ウ 警戒活動の強化 

大雨警報等の強い降雨が観測され、土砂災害の危険性が高い

と認められる場合に、現地災害対策本部設置、土砂災害警戒判

定メッシュ情報の監視、パトロール活動、自主避難の広報、避

難準備・高齢者等避難開始の発令、指定緊急避難場所の開設等

に努める。 

  エ 避難活動 

土砂災害警戒情報が発表された場合に、災害対策本部設置、

避難勧告等の発令、指定避難所の開設、避難の広報等に努める。 

（略） 

 

第１０節 避難対策 

項  目 担  当 

１ 避難勧告等 
対策本部事務局、消防本部、消防団、警

察、自衛隊、自主防災組織 

第５節 土砂災害対策 

１ 警戒・避難体制 

（１）市の警戒活動 

災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、本部

長は、その状況に応じて適切な避難指示を発令する。 

（略） 

  ウ 警戒活動の強化 

大雨警報等の強い降雨が観測され、土砂災害の危険性が高い

と認められる場合に、現地災害対策本部設置、土砂キキクル（大

雨警報（土砂災害）の危険度分布）等の監視、パトロール活動、

自主避難の広報、高齢者等避難の発令、指定緊急避難場所の開

設等に努める。 

  エ 避難活動 

土砂災害警戒情報が発表された場合に、災害対策本部設置、

避難指示等の発令、指定避難所の開設、避難の広報等に努める。 

（略） 

 

第１０節 避難対策 

項  目 担  当 

１ 避難指示等 
対策本部事務局、消防本部、消防団、警

察、自衛隊、自主防災組織 
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現行 改正案 

２ 早期開設避難

所・一次避難

所・二次避難

所 

対策本部事務局、施設管理者 

３ 避難誘導 
消防本部、消防団、施設管理者、警察、自

主防災組織 

４ 避難所の開設 

避難所運営委員会、避難所担当職

員、教育部、対策本部事務局、施設管

理者 

５ 避難所の運営 
避難所運営委員会、避難所担当職

員、教育部、施設管理者 

６ 避難所外避難者

への支援 
市各部、自主防災組織 

７ 広域一時滞在 対策本部事務局、土木部、市民生活部、県 

■対策の基本方針 

 住民は、「自らの命は自らが守る」意識をもって自らの判断で

避難行動をとり、市はそれを全力で支援する。 

 避難者の避難誘導等は、自治会、自主防災組織等が地域にて行

うことを原則とする。 

 「避難勧告等に関するガイドライン」に基づき、市は避難勧告

等を発令し安全な場所に誘導する。 

 避難所では、避難所担当職員、学校職員、施設職員、自主防災

組織等が連携して、開設、受入れ等の初動活動を行う。 

 避難所の運営は、避難者及び自主防災組織等の住民による自治

２ 早期開設避難

所・一次避難

所・二次避難

所 

対策本部事務局、施設管理者 

３ 避難誘導 
消防本部、消防団、施設管理者、警察、自

主防災組織 

４ 避難所の開設 

避難所運営委員会、避難所担当職

員、教育部、対策本部事務局、施設管

理者 

５ 避難所の運営 
避難所運営委員会、避難所担当職

員、教育部、施設管理者 

６ 避難所外避難者

への支援 
市各部、自主防災組織 

７ 広域一時滞在 対策本部事務局、土木部、市民生活部、県 

■対策の基本方針 

 住民は、「自らの命は自らが守る」意識をもって自らの判断で

避難行動をとり、市はそれを全力で支援する。 

 避難者の避難誘導等は、自治会、自主防災組織等が地域にて行

うことを原則とする。 

 「避難情報に関するガイドライン」に基づき、市は避難指示等

を発令し安全な場所に誘導する。 

 避難所では、避難所担当職員、学校職員、施設職員、自主防災

組織等が連携して、開設、受入れ等の初動活動を行う。 

 避難所の運営は、避難者及び自主防災組織等の住民による自治
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を原則とし、円滑に運営できるよう避難所担当職員及び学校職

員、施設職員等が支援に当たる。 

 避難生活では、要配慮者の負担を軽減するため、介護支援や福

祉避難所の設置など必要な配慮を行う。 

 避難所担当職員に女性職員を含めた配備を考慮し、避難所の運

営に当たっては女性の意見をとり入れるなどの対策を実施す

る。 

１ 避難勧告等 

（１）避難勧告等 

災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、本部

長は、その状況に応じて適切な避難勧告等を発令する。 

■避難勧告等の種類 

警戒レベル 住民がとるべき行動 
住民に行動を促す

情報 

警戒レベル
５ 

既に災害が発生している状況で
あり、命を守るための最善の行
動をとる。 
※市が、災害発生を確実に把握
できるものではないため、災
害が発生した場合に、必ず発
令されるものでないことに留
意する。 

 
 
 
 
 

災害発生情報 

を原則とし、円滑に運営できるよう避難所担当職員及び学校職

員、施設職員等が支援に当たる。 

 避難生活では、要配慮者の負担を軽減するため、介護支援や福

祉避難所の設置など必要な配慮を行う。 

 避難所担当職員に女性職員を含めた配備を考慮し、避難所の運

営に当たっては女性の意見をとり入れるなどの対策を実施す

る。 

１ 避難指示等 

（１）避難指示等 

災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、本部

長は、その状況に応じて適切な避難指示等を発令する。 

■避難指示等の種類 

警戒レベル 住民がとるべき行動 
住民に行動を促す

情報 

警戒レベル
５ 

○居住者等は命の危険があるこ
とから直ちに安全確保する。 
○本行動は、災害が発生・切迫
した段階であり、立退き避難す
べきであったが避難し遅れた居
住者等がとる事前の行動である
ため、本行動を安全にできると
は限らず、また本行動をとった
としても身の安全を確保できる
とは限らない。 
※本行動を促す情報が発令され
るものではないことに留意す
る。 

緊急安全確保 
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警戒レベル
４ 

指定緊急避難場所等への立退き
避難を基本とする避難行動をと
る。災害が発生するおそれが極
めて高い状況等となっており、
立退き避難がかえって命に危険
を及ぼしかねないと判断する場
合には、近隣の安全な場所への
避難や建物内のより安全な部屋
へ避難する。 

避難勧告 
避難指示（緊急） 
※避難指示（緊
急）は、必ず発
令されるもので
ないことに留意
する。 

警戒レベル
３ 

避難に時間のかかる高齢者等の
要配慮者は立退き避難を開始す
る。その他の人は立退き避難の
準備をし、自発的に避難する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避難準備・高齢者
等避難開始 

警戒レベル
２ 

指定緊急避難場所や避難経路の
再確認をするなど、避難に備え
自らの避難行動を確認する。 

注意報 

警戒レベル
１ 

防災気象情報等の最新情報に注
意するなど、災害への心構えを
高める。 

早期注意情報 

※警戒レベル１、２は気象庁が発表する。警戒レベル３～

５は市が発表する。 

  ア 避難勧告等発令の判断基準 

避難勧告等の発令は、災害の発生により危険が切迫し、住民

警戒レベル
４ 

○居住者等は危険な場所から全
員避難する。 
○「立退き避難」を基本とし、
洪水等に対しては、ハザードマ
ップ等により屋内で身の安全を
確保できるか等を確認したうえ
で、居住者等の自らの判断で
「屋内安全確保」することも可
能である。 

避難指示 

警戒レベル
３ 

○避難に時間を要する高齢者等
※や避難支援者は危険な場所か
ら避難する。 
○その他の早めの避難が望まし
い場所の居住者等は、立退き避
難の準備を整えるとともに、以
後の防災気象情報、水位情報等
に注意を払い、自発的に避難を
開始することが望ましい。 
※高齢者等の「等」には、障が
いのある人等の避難に時間を
要する人や避難支援者等が含
まれることに留意する。 

高齢者等避難 

警戒レベル
２ 

指定緊急避難場所や避難経路の
再確認をするなど、避難に備え
自らの避難行動を確認する。 

注意報 

警戒レベル
１ 

防災気象情報等の最新情報に注
意するなど、災害への心構えを
高める。 

早期注意情報 

※警戒レベル１、２は気象庁が発表する。警戒レベル３～

５は市が発表する。 

ア 避難指示等発令の判断基準 

避難指示等の発令は、災害の発生により危険が切迫し、住民
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を緊急に安全な場所へ避難させる必要があると認められると

きに行う。 

市は、避難行動要支援者等、自力での避難に時間を要する住

民に対して特に配慮するものとし、「避難勧告等に関するガイ

ドライン」に基づき、避難勧告等について発令基準を整備した。

市の発令基準は「洪水に関わる避難勧告等発令の判断基準」や

「土砂災害に関わる避難勧告等発令の判断基準」のとおりであ

る。 

避難勧告等は、これらの基準を参考に、今後の気象予測や巡

視等からの報告を含めて総合的に判断して発令する。避難勧告

等発令の判断に当たっては、必要に応じて国又は県に対し、避

難勧告等に関することについて助言を求めることができるほ

か、銚子地方気象台に対し、現在の気象情報や今後の気象予報

について助言を求めることができる。 

  イ 避難勧告等の発令対象区域・タイミング 

市は、避難勧告等の発令対象区域をあらかじめ具体的に設定

するように努める。 

市は、避難勧告等を夜間に発令する可能性がある場合には、

避難行動をとりやすい時間帯（夕刻等）における避難情報の提

供に努める。 

  ウ 実施者 

避難命令を発する権限のある者は、それぞれの法律により、

を緊急に安全な場所へ避難させる必要があると認められると

きに行う。 

市は、避難行動要支援者等、自力での避難に時間を要する住

民に対して特に配慮するものとし、「避難情報に関するガイド

ライン」に基づき、避難指示等について発令基準を整備した。

市の発令基準は「洪水に関わる避難指示等発令の判断基準」や

「土砂災害に関わる避難指示等発令の判断基準」のとおりであ

る。 

避難指示等は、これらの基準を参考に、今後の気象予測や巡

視等からの報告を含めて総合的に判断して発令する。避難指示

等発令の判断に当たっては、必要に応じて国又は県に対し、避

難指示等に関することについて助言を求めることができるほ

か、銚子地方気象台に対し、現在の気象情報や今後の気象予報

について助言を求めることができる。 

  イ 避難指示等の発令対象区域・タイミング 

市は、避難指示等の発令対象区域をあらかじめ具体的に設定

するように努める。 

市は、避難指示等を夜間に発令する可能性がある場合には、

避難行動をとりやすい時間帯（夕刻等）における避難情報の提

供に努める。 

  ウ 実施者 

避難命令を発する権限のある者は、それぞれの法律により、
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以下のように定められているが、災害対策の一次的な実施者で

ある本部長を中心として、相互に連絡をとり実施する。 

■避難勧告等の発令権者及び要件 

発令者 避難勧告等を行う要件 根拠法例 

市 長 
○ 住民の安全、身体に危険を及ぼす

と認めるとき。 
災害対策基本法
第60条 

知 事 
○ 災害の発生により市長がその全

部又は大部分の事務を行うこと
ができなくなったとき。 

災害対策基本法 
第60条第６項 

警察官 

○ 市長から要請があったとき。 
○ 市長が措置をとることができな

いと認められるとき。 
○ 人の生命又は身体に危険を及ぼ

し、若しくは財産に重大な損害を
及ぼすおそれがあり、指示が急を
要するとき。 

災害対策基本法
第61条 
警察官職務執行
法第４条 

自衛官 

○ 災害派遣を命ぜられた部隊の自
衛官においては、危険な事態が生
じ、かつ警察官がその場にいない
とき。 

自衛隊法第94条 

知事、知事
の命を受け
た県職員 

○ 洪水等により著しい危険が切迫
していると認められるとき、必要
と認める区域の住民に対して立
ち退くべきことを指示する。 

○ 地震に伴う地すべり等により著
しい危険が切迫していると認め
られるとき、必要と認める区域の
住民に対して立ち退くべきこと
を指示する。 

水防法第29条 
地すべり等防止
法第25条 

以下のように定められているが、災害対策の一次的な実施者で

ある本部長を中心として、相互に連絡をとり実施する。 

■避難指示等の発令権者及び要件 

発令者 避難指示等を行う要件 根拠法例 

市 長 
○ 住民の安全、身体に危険を及ぼす

と認めるとき。 
災害対策基本法
第60条 

知 事 
○ 災害の発生により市長がその全

部又は大部分の事務を行うこと
ができなくなったとき。 

災害対策基本法 
第60条第６項 

警察官 

○ 市長から要請があったとき。 
○ 市長が措置をとることができな

いと認められるとき。 
○ 人の生命又は身体に危険を及ぼ

し、若しくは財産に重大な損害を
及ぼすおそれがあり、指示が急を
要するとき。 

災害対策基本法
第61条 
警察官職務執行
法第４条 

自衛官 

○ 災害派遣を命ぜられた部隊の自
衛官においては、危険な事態が生
じ、かつ警察官がその場にいない
とき。 

自衛隊法第94条 

知事、知事
の命を受け
た県職員 

○ 洪水等により著しい危険が切迫
していると認められるとき、必要
と認める区域の住民に対して立
ち退くべきことを指示する。 

○ 地震に伴う地すべり等により著
しい危険が切迫していると認め
られるとき、必要と認める区域の
住民に対して立ち退くべきこと
を指示する。 

水防法第29条 
地すべり等防止
法第25条 
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水防管理者 

○ 洪水等により著しい危険が切迫
していると認められるとき、必要
と認める区域の住民に対して立
ち退くべきことを指示する。 

水防法第29条 

 
■洪水に関わる避難勧告等発令の判断基準 

水防管理者 

○ 洪水等により著しい危険が切迫
していると認められるとき、必要
と認める区域の住民に対して立
ち退くべきことを指示する。 

水防法第29条 

 
■洪水に関わる避難指示等発令の判断基準 
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警
戒
レ
ベ

ル 

避
難
情
報

等 

洪水予報指定河川
（利根川）に関す

る基準 

水位周知河川（根
木名川）に関する

基準 

その他河川等に関
する基準 

警
戒
レ
ベ
ル
３ 

避
難
準
備
・
高
齢
者
等
避
難
開
始 

１：指定河川洪水
予報により、利
根川の横利根水
位観測所の水位
が避難判断水位
である3.90mに
到達したと発表
され、かつ、水
位予測において
引き続きの水位
上昇が見込まれ
ている場合。 

２：指定河川洪水
予報の水位予測
により、利根川
の横利根水位観
測所の水位が氾
濫危険水位に到
達することが予
想される場合。
（急激な水位上
昇による氾濫の
おそれのある場
合） 

３：軽微な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

４：避難準備・高
齢者等避難開始
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から
明け方に接近・
通過することが

１：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫注意
水位である
4.00mに到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、急激な水位
上昇のおそれが
ある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が急激に
上昇してい
る場合 

② 根木名川の
流域雨量指
数の予測値
が洪水警報
基準に到達
する場合 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合 

２：軽微な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

３：避難準備・高
齢者等避難開始
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から
明け方に接近・
通過することが

１：水位を観測し
ている河川につ
いては、河川管
理者と相談の
上、一定の水位
を設定しておき
その水位に到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、引き続き水
位上昇のおそれ
がある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が上昇し
ている場
合。 

② 河川の流域
雨量指数の
予測値が洪
水警報基準
に到達する
場合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

２：軽微な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

３：避難準備・高
齢者等避難開始
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から

警
戒
レ
ベ

ル 

避
難
情
報

等 

洪水予報指定河川
（利根川）に関す

る基準 

水位周知河川（根
木名川）に関する

基準 

その他河川等に関
する基準 

警
戒
レ
ベ
ル
３ 

高
齢
者
等
避
難 

１：指定河川洪水
予報により、利
根川の横利根水
位観測所の水位
が避難判断水位
である3.90mに
到達したと発表
され、かつ、水
位予測において
引き続きの水位
上昇が見込まれ
ている場合。 

２：指定河川洪水
予報の水位予測
により、利根川
の横利根水位観
測所の水位が氾
濫危険水位に到
達することが予
想される場合。
（急激な水位上
昇による氾濫の
おそれのある場
合） 

３：国管理河川の
洪水の危険度分
布（水害リスク
ライン）で「避
難判断水位の超
過に相当
（赤）」になっ
た場合 

４：堤防に軽微な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

１：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫注意
水位である
4.00mに到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、急激な水位
上昇のおそれが
ある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が急激に
上昇してい
る場合 

② 根木名川の 
流域雨量指
数の予測値
が洪水警報
基準に到達
する場合 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合 

２：堤防に軽微な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

３：高齢者等避難
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から
明け方に接近・
通過することが

１：水位を観測し
ている河川につ
いては、河川管
理者と相談の
上、一定の水位
を設定しておき
その水位に到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、引き続き水
位上昇のおそれ
がある場合。 
① 上流の水位 

観測所の水
位が上昇し
ている場
合。 

② 河川の流域
雨量指数の
予測値が洪
水警報基準
に到達する
場合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

２：堤防に軽微な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

３：高齢者等避難
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から
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現行 改正案 

予想される場
合。 

予想される場
合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、一つ又は複
数を選択。 

明け方に接近・
通過することが
予想される場
合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、一つ又は複
数選択する。 

※水位を観測して
いない場合、１
の代わりとし
て、洪水警報の
発表に加え、さ
らに上記の②又
は③を参考に目
安とする基準を
設定して発令す
る。 

５：高齢者等避難
の発令が必要と
なるような強い
降雨を伴う台風
等が、夜間から
明け方に接近・
通過することが
予想される場
合。 

予想される場
合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、一つ又は複
数を選択。 

明け方に接近・
通過することが
予想される場
合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、一つ又は複
数選択する。 

※水位を観測して
いない場合、１
の代わりとし
て、洪水警報の
発表に加え、さ
らに上記の②又
は③を参考に目
安とする基準を
設定して発令す
る。 
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警
戒
レ
ベ
ル
４ 

避
難
勧
告 

１：指定河川洪水
予報により、利
根川の横利根水
位観測所の水位
が氾濫危険水位
である4.40mに
到達したと発表
された場合。 

２：指定河川洪水
予報の水位予測
により、利根川
の横利根水位観
測所の水位が堤
防天端高（又は
背後地盤高）を
超えることが予
想される場合
（急激な水位上
昇による氾濫の
おそれのある場
合）。 

３：異常な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

４：避難勧告の発
令が必要となる
ような強い降雨
を伴う台風等
が、夜間から明
け方に接近・通
過することが予
想される場合。 

※４については、
対象とする地域
状況を勘案し
て、基準とする
か判断する。 

１：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫危険
水位である
6.10mに到達し
た場合。 

２：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫注意
水位（6.10m）
を越えた状態
で、次の①～③
のいずれかによ
り、急激な水位
上昇のおそれが
ある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が急激に
上昇してい
る場合。 

② 根木名川の
流域雨量指
数の予測値
が洪水警報
基準を大き
く超過する
場合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

３：異常な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

４：避難勧告の発
令が必要となる
ような強い降雨
を伴う台風等
が、夜間から明
け方に接近・通

１：水位を観測し
ている河川につ
いては、河川管
理者と相談の
上、一定の水位
を設定しておき
その水位に到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、引き続き水
位上昇のおそれ
がある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が上昇し
ている場
合。 

② 河川の流域
雨量指数の
予測値が洪
水警報基準
を大きく超
過する場
合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

２：異常な漏水・
侵食等が発見さ
れた場合。 

３：避難勧告の発
令が必要となる
ような強い降雨
を伴う台風等
が、夜間から明
け方に接近・通
過することが予
想される場合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう

警
戒
レ
ベ
ル
４ 

避
難
指
示 

１：指定河川洪水
予報により、利
根川の横利根水
位観測所の水位
が氾濫危険水位
である4.40mに
到達したと発表
された場合。 

２：利根川の横利
根水位観測所水
位が氾濫危険水
位である4.40ｍ
に達していない
ものの、利根川
の横利根水位観
測所の水位が氾
濫開始相当水位
である7.308ｍ
に到達すること
が予想される場
合 

（計算上、個別に
定める危険箇所
における水位が
堤防天端高（又
は背後地盤高）
に到達すること
が予想される場
合） 

３：国管理河川の
洪水の危険度分
布（水害リスク
ライン）で「氾
濫危険水位の超
過に相当
（紫）」になっ
た場合 

４：堤防に異常な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

１：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫危険
水位である
6.10mに到達し
た場合。 

２：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が氾濫注意
水位（4.00m）
を越えた状態
で、次の①～③
のいずれかによ
り、急激な水位
上昇のおそれが
ある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が急激に
上昇してい
る場合。 

② 根木名川の
流域雨量指
数の予測値
が洪水警報
基準を大き
く超過する
場合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

３：堤防に異常な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

４：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
夜間から明け方

１：水位を観測し
ている河川につ
いては、河川管
理者と相談の
上、一定の水位
を設定しておき
その水位に到達
し、次の①～③
のいずれかによ
り、引き続き水
位上昇のおそれ
がある場合。 
① 上流の水位

観測所の水
位が上昇し
ている場
合。 

② 河川の流域
雨量指数の
予測値が洪
水警報基準
を大きく超
過する場
合。 

③ 上流で大量
又は強い降
雨が見込ま
れる場合。 

２：堤防に異常な
漏水・侵食等が
発見された場
合。 

３：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
夜間から明け方
に接近・通過す
ることが予想さ
れる場合。 



18 

 

現行 改正案 

過することが予
想される場合。 

※２については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、適切な方法
を一つ又は複数
選択する。 

※４については、
対象とする地域
状況を勘案し、
基準とするか判
断する。 

ち、一つ又は複
数選択する。 

※３については、
対象とする地域
状況を勘案し、
基準とするか判
断すること。 

※水位を観測して
いない場合や基
準となる水位の
設定ができない
場合には、１の
水位基準に代わ
り、上記②又は
③を参考に目安
とする基準を設
定し、カメラ画
像や水防団から
の報告等を活用
して発令する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
夜間から明け方
に接近・通過す
ることが予想さ
れる場合。 

６：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
立退き避難が困
難となる暴風を
伴い接近・通過
することが予想
される場合。 

※５・６について
は、対象とする
地域状況を勘案
して、基準とす
るか判断する。 

に接近・通過す
ることが予想さ
れる場合。 

５：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
立退き避難が困
難となる暴風を
伴い接近・通過
することが予想
される場合。 

※２については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、適切な方法
を一つ又は複数
選択する。 

※４・５について
は、対象とする
地域状況を勘案
し、基準とする
か判断する。 

４：警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
立退き避難が困
難となる暴風を
伴い接近・通過
することが予想
される場合。 

※１については、
河川の状況に応
じて①～③のう
ち、一つ又は複
数選択する。 

※３・４について
は、対象とする
地域状況を勘案
し、基準とする
か判断するこ
と。 

※水位を観測して
いない場合や基
準となる水位の
設定ができない
場合には、１の
水位基準に代わ
り、上記②又は
③を参考に目安
とする基準を設
定し、カメラ画
像や水防団から
の報告等を活用
して発令する。 
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警
戒
レ
ベ
ル
４ 

避
難
指
示
（
緊
急
） 

１：利根川の横利
根水位観測所の
水位が、氾濫危
険水位である。
4.40mを越えた
状態で、指定河
川洪水予報の水
位予測により、
堤防天端高（又
は背後地盤高）
に到達するおそ
れが高い場合
（越水・溢水の
おそれのある場
合）。 

２：異常な漏水・
侵食の進行や亀
裂・すべり等に
より決壊のおそ
れが高まった場
合。 

３：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合（発令対象
区域を限定す
る）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１：根木名川の新
妻水位観測所の
水位が堤防高
（又は背後地盤
高）に到達する
おそれが高い場
合（越水・溢水
のおそれのある
場合）。 

２：異常な漏水・
侵食の進行や亀
裂・すべりの発
生等により決壊
のおそれが高ま
った場合。 

３：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合（発令対象
区域を限定す
る）。 

 

１：水位を観測し
ている地点の水
位が堤防高（又
は背後地盤高）
に到達するおそ
れが高い場合
（越水・溢水の
おそれのある場
合）。 

２：異常な漏水・
侵食の進行や亀
裂・すべりの発
生等により決壊
のおそれが高ま
った場合。 

３：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合（発令対象
区域を限定す
る）。 

※水位を観測して
いない場合や基
準となる水位の
設定ができない
場合には、１の
水位基準に代わ
り、上記②又は
③を参考に目安
とする基準を設
定し、カメラ画
像や水防団から
の報告等を活用
して発令する。 

 
 
 
 
 
 

警
戒
レ
ベ
ル
５ 

緊
急
安
全
確
保 

（災害が切迫） 
１：利根川の横利
根水位観測所の
水位が、氾濫開
始相当水位であ
る7.308ｍに達
した場合 

（計算上、個別に
定める危険個所
における水位が
堤防天端高（又
は背後地盤高）
に達している蓋
然性が高い場
合） 

２：国管理河川の
洪水の危険度分
布（水害リスク
ライン）で「氾
濫している可能
性（黒）」にな
った場合 

３：堤防に異常な
漏水・侵食の進
行や亀裂・すべ
り等により決壊
のおそれが高ま
った場合。 

４：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合や排水機場
の運転を停止せ
ざるをえない場
合（発令対象区
域を限定す
る）。 

（災害発生を確
認） 

５：堤防の決壊や
越水・溢水が発
生した場合（指

（災害が切迫） 
１：県管理河川の
洪水の危険度分
布（水害リスク
ライン）で「氾
濫している可能
性（黒）」にな
った場合 

２：堤防に異常な
漏水・侵食の進
行や亀裂・すべ
りの発生等によ
り決壊のおそれ
が高まった場
合。 

３：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合や排水機場
の運転を停止せ
ざるをえない場
合（発令対象区
域を限定す
る）。 

（災害発生を確
認） 

４：堤防の決壊や
越水・溢水が発
生した場合（水
位周知河川洪水
予報の氾濫発生
情報、水防団か
らの報告等によ
り把握できた場
合） 

（災害が切迫） 
１：水位を観測し
ている地点の水
位が堤防天端高
（又は背後地盤
高）に達してい
る蓋然性が高い
場合） 

２：堤防に異常な
漏水・侵食の進
行や亀裂・すべ
りの発生等によ
り決壊のおそれ
が高まった場
合。 

３：樋門・水門等
の施設の機能支
障が発見された
場合や排水機場
の運転を停止せ
ざるをえない場
合（発令対象区
域を限定す
る）。 

（災害発生を確
認） 

４：堤防の決壊や
越水・溢水が発
生した場合（水
防団からの報告
等により把握で
きた場合） 

※水位を観測して
いない場合や基
準となる水位の
設定ができない
場合には、１の
水位基準に代わ
り、上記②又は
③を参考に目安
とする基準を設
定し、カメラ画
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現行 改正案 

 

 

警
戒
レ
ベ
ル
５ 

災
害
発
生
情
報 

・決壊や越水・溢
水が発生した場
合 

・決壊や越水・溢
水が発生した場
合 

・決壊や越水・溢
水が発生した場
合 

 

■土砂災害に関わる避難勧告等発令の判断基準 

・台風に伴う気象警報発表による場合 

警戒
レベ
ル 

避難 

情報
等 

気象警報等によ
る基準 

積算雨量等による基準 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
100 ㎜以
上あっ
た場合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
40 ㎜～
100 ㎜未
満の場
合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
０㎜か
ら 40 ㎜
未満の
場合 

警戒 

レベ
ル３ 

避難
準備
高齢
者等

大雨警報（土砂
災害）が発令さ
れ、かつ、土砂
災害警戒判定メ
ッシュ情報の予

当日の
雨量が
50 ㎜を
超えた
とき 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超えた
とき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超えた
とき 

定河川洪水予報
の氾濫発生情
報、水防団から
の報告等により
把握できた場
合） 

像や水防団から
の報告等を活用
して発令する。 

削
除 

削
除 

削除 削除 削除 

 

■土砂災害に関わる避難指示等発令の判断基準 

・台風に伴う気象警報発表による場合 

警戒
レベ
ル 

避難 

情報
等 

気象警報等によ
る基準 

積算雨量等による基準 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
100 ㎜以
上あっ
た場合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
40 ㎜～
100 ㎜未
満の場
合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
０㎜か
ら 40 ㎜
未満の
場合 

警戒 

レベ
ル３ 

高齢
者等
避難 

大雨警報（土砂
災害）が発令さ
れ、かつ、土砂

キキクル（大雨

警報（土砂災

害）の危険度分

当日の
雨量が
50 ㎜を
超えた
とき 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超えた
とき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超えた
とき 
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現行 改正案 

避難
開始 

測値で土砂災害
警戒情報の判定
基準を超え、今
後一定量の継続
した雨が予想さ
れるとき 

 

警戒 

レベ
ル４ 

避難
勧告 

土砂災害警戒情
報が発令された
とき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

避難
指示 

（緊
急） 

避難勧告等による立退き避難が十分ではなく、
再度、立退き避難を居住者に促すとき 

布）「警戒
（赤）」とな
り、今後一定量
の継続した雨が
予想されるとき 

 

 

警戒 

レベ
ル４ 

避難
指示 

○土砂災害警戒
情報が発表され
たとき 

○土砂キキクル

（大雨警報（土

砂災害）の危険

度分布）で「非
常に危険（うす
紫）」となった
とき 

○警戒レベル４
避難指示の発令
が必要となるよ
うな強い降雨を
伴う台風等が、
立退き避難が困
難となる暴風を
伴い接近・通過
することが予想
されるとき 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

 

削除 

 

 

 

削除 
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警戒 

レベ
ル５ 

災害
発生
情報 

○土砂災害が発生し場合 

解除条件 

土砂災害警戒情報が解除され、現地調査の結果
等により、現場の安全が確保されたと認められ
ることを総合的に判断する。 

※成田市内観測地点（成田土木事務所、新妻、大栄、久住、北羽

鳥、吾妻、成田、船形） 

※原則、避難勧告等は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づいて指定・告示された土砂災害

警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に対し発令する。 

 

・気象警報発表に伴う場合 

警戒
レベ
ル 

避難 

情報
等 

気象警報等によ
る基準 

積算雨量等による基準 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
100mm

以上あ
った場
合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
40mm～
100mm

未満の
場合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
０㎜か
ら 40 ㎜
未満の
場合 

警戒 

レベ
ル３ 

避難
準
備・
高齢
者等

土砂災害警戒情
報が発令され、
今後一定量の継
続した雨が予想
されるとき 

 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後一
定量の

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後一
定量の

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後一
定量の

警戒 

レベ
ル５ 

緊急
安全
確保 

○大雨特別警報（土砂災害）が発表された場合 

○土砂災害の発生が確認された場合 

解除条件 

土砂災害警戒情報が解除され、現地調査の結果
等により、現場の安全が確保されたと認められ
ることを総合的に判断する。 

※成田市内観測地点（成田土木事務所、新妻、大栄、久住、北羽

鳥、吾妻、成田、船形） 

※原則、避難指示等は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づいて指定・告示された土砂災害

警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に対し発令する。 

 

・気象警報発表に伴う場合 

警戒
レベ
ル 

避難 

情報
等 

気象警報等によ
る基準 

積算雨量等による基準 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
100mm

以上あ
った場
合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
40mm～
100mm

未満の
場合 

市内の
観測地
点で前
日まで
に連続
雨量が
０㎜か
ら 40 ㎜
未満の
場合 

警戒 

レベ
ル３ 

高齢
者等
避難 

○土砂災害警戒
情報が発表さ
れ、今後一定量
の継続した雨が
予想されるとき 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後一
定量の

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後一
定量の

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後一
定量の
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避難
開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

警戒 

レベ
ル４ 

避難 

勧告 

－

 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

警戒 

レベ
ル４ 

避難
指示
（緊
急） 

避難勧告等による立退き避難が十分ではなく、
再度、立退き避難を居住者に促すとき 

警戒 

レベ
ル５ 

災害
発生
情報 

土砂災害が発生した場合 

解除条件 

土砂災害警戒情報が解除され、現地調査の結果
等により、現場の安全が確保されたと認められ
ることを総合的に判断する。 

○土砂キキクル

（大雨警報（土

砂災害）の危険

度分布）で「非
常に危険（うす
紫）」となり、
今後一定量の継
続した雨が予想
されるとき 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

継続し
た雨が
予想さ
れると
き 

警戒 

レベ
ル４ 

避難 

指示 

警戒レベル４避
難指示の発令が
必要となるよう
な強い降雨が夜
間から明け方に
予想されるとき 

当日の
雨量が
50 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
80 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

当日の
雨量が
100 ㎜を
超え、
今後 30

㎜以上
の強い
雨が予
想され
るとき 

 

削除 

 

 

 

削除 

 

 

 

削除 

 

 

警戒 

レベ
ル５ 

緊急
安全
確保 

○大雨特別警報（土砂災害）が発表された場合 

○土砂災害の発生が確認された場合 

解除条件 

土砂災害警戒情報が解除され、現地調査の結果
等により、現場の安全が確保されたと認められ
ることを総合的に判断する。 
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※成田市内観測地点（成田土木事務所、新妻、大栄、久住、北羽

鳥、吾妻、成田、船形） 

※原則、避難勧告等は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づいて指定・告示された土砂災害

警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に対し発令する。 

 
・土砂災害危険箇所の巡視情報等に基づく場合 

発
生 

避難準備・ 
高齢者等避難開始 

避難勧告 避難指示（緊急） 

崖
崩
れ 

○ 湧水量の増加 
○ 表面流発生 

○ 小石がぼろぼ
ろ落下 

○ 新たな湧水発
生 

○ 湧水の濁り 

○ 視覚湧水の停
止 

○ 湧水の噴き出
し 

○ 亀裂の発生 
○ 斜面のはらみ

だし 
○ 小石がぼろぼ

ろ落下 
○ 地鳴り 
 

程
度 

○ 切迫性がやや
小 

○ 切迫性が大 ○ 切迫性が極め
て大 

 

  エ 避難勧告等の内容 

避難勧告等を発令する場合には、以下の内容を明示する。 

■避難勧告等の例示 

○ 避難を要する事由 

○ 避難対象区域 

○ 避難行動における注意事項 

○ 危険箇所 

   

※成田市内観測地点（成田土木事務所、新妻、大栄、久住、北羽

鳥、吾妻、成田、船形） 

※原則、避難指示等は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づいて指定・告示された土砂災害

警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に対し発令する。 

 
・土砂災害危険箇所の巡視情報等に基づく場合 

発
生 

警戒レベル３ 
高齢者等避難 

警戒レベル４ 
避難指示 

警戒レベル５ 
緊急安全確保 

崖
崩
れ 

○ 湧水量の増加 
○ 表面流発生 

○ 小石がぼろぼ
ろ落下 

○ 新たな湧水発
生 

○ 湧水の濁り 

○ 視覚湧水の停
止 

○ 湧水の噴き出
し 

○ 亀裂の発生 
○ 斜面のはらみ

だし 
○ 小石がぼろぼ

ろ落下 
○ 地鳴り 
○ 土砂災害発生 

程
度 

○ 切迫性がやや
小 

○ 切迫性が大 ○ 切迫性が極め
て大 

○ 災害発生 

  エ 避難指示等の内容 

避難指示等を発令する場合には、以下の内容を明示する。 

■避難指示等の例示 

○ 避難を要する事由 

○ 避難対象区域 

○ 避難行動における注意事項 

○ 危険箇所 
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オ 住民への伝達 

避難勧告等を発令又は解除した場合、直ちに以下の方法によ

り伝達広報を行い、住民への周知徹底を図るとともに、本部長

は、知事に報告する。 

（略） 

  カ 要配慮者関連施設への伝達 

浸水想定区域又は土砂災害警戒区域等の要配慮者関連施設

については、水防法又は土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律に基づき、該当施設の施設管理者

に避難勧告等を伝達する。 

  キ 解除 

災害による危険がなくなったと判断されるときには、避難勧

告等を解除する。その場合、本部長は、知事に報告する。 

  （略） 

２ 早期開設避難所・一次避難所・二次避難所 

本計画で定める指定避難所のうち、洪水や土砂災害等の警戒時

に早期の避難を希望する市民が、一時的に滞在する施設として早

期開設避難所を開設する。また、市内に警戒レベル４（避難勧

告・避難指示（緊急））等の避難情報発令の可能性が高いとき、

又は発令されたときに、災害において住居が被災した市民が避難

生活を送るための施設として、状況に応じて順次一次避難所を開

オ 住民への伝達 

避難指示等を発令又は解除した場合、直ちに以下の方法によ

り伝達広報を行い、住民への周知徹底を図るとともに、本部長

は、知事に報告する。 

（略） 

カ 要配慮者関連施設への伝達 

浸水想定区域又は土砂災害警戒区域等の要配慮者関連施設

については、水防法又は土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律に基づき、該当施設の施設管理者

に避難指示等を伝達する。 

  キ 解除 

災害による危険がなくなったと判断されるときには、避難指

示等を解除する。その場合、本部長は、知事に報告する。 

（略） 

２ 早期開設避難所・一次避難所・二次避難所 

本計画で定める指定避難所のうち、洪水や土砂災害等の警戒時

に早期の避難を希望する市民が、一時的に滞在する施設として早

期開設避難所を開設する。また、市内に警戒レベル４避難指示の

避難情報発令の可能性が高いとき、又は発令されたときに、災害

において住居が被災した市民が避難生活を送るための施設とし

て、状況に応じて順次一次避難所を開設する。避難者が多く、一

次避難所の収容人数を上回る場合には二次避難所を開設する。 
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設する。避難者が多く、一次避難所の収容人数を上回る場合には

二次避難所を開設する。 

避難所運営の詳細については、「成田市避難所運営マニュアル

（活動編）」を参照のこと。 

（略） 

４ 避難所の開設 

風水害においては、災害が発生するまでに避難を終えることが

基本である。そのため、市は、早期避難を希望する市民がおり、

その地域の住民の安全確保が必要な場合等、災害状況を踏まえ、

早期開設避難所を開設し、その後、警戒レベル４（避難勧告・避

難指示（緊急））等の避難情報発令の可能性が高いとき、又は発

令されたとき、状況に応じて順次一次避難所を開設する。避難者

が多く、一次避難所では収容人数が不足する場合、二次避難所を

開設する。 

避難所開設の手順は「成田市避難所運営マニュアル（活動

編）」を参照のこと。 

（略） 

 

第２１節 要配慮者への対応 

風水害の場合、台風等の災害要因の発生等、早い段階から気象

情報や水防情報を収集し、災害が発生するまでに避難行動要支援

避難所運営の詳細については、「成田市避難所運営マニュアル

（活動編）」を参照のこと。 

 

 

（略） 

４ 避難所の開設 

風水害においては、災害が発生するまでに避難を終えることが

基本である。そのため、市は、早期避難を希望する市民がおり、

その地域の住民の安全確保が必要な場合等、災害状況を踏まえ、

早期開設避難所を開設し、その後、警戒レベル４避難指示の避難

情報発令の可能性が高いとき、又は発令されたとき、状況に応じ

て順次一次避難所を開設する。避難者が多く、一次避難所では収

容人数が不足する場合、二次避難所を開設する。 

避難所開設の手順は「成田市避難所運営マニュアル（活動

編）」を参照のこと。 

 

（略） 

 

第２１節 要配慮者への対応 

風水害の場合、台風等の災害要因の発生等、早い段階から気象

情報や水防情報を収集し、災害が発生するまでに避難行動要支援
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者が避難を終えることができるように、避難準備・高齢者等避難

開始の発令を行う。要配慮者への対応の詳細については、「災害応

急対策編 第１章 第１８節 要配慮者への対応」に準ずる。 

 

者が避難を終えることができるように、高齢者等避難の発令を行

う。要配慮者への対応の詳細については、「災害応急対策編 第１

章 第１８節 要配慮者への対応」に準ずる。 

 

 


